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１　研究目的
　本研究は「関西商業教育研究大会」１）「全国商業教育研究大会」２）で報告したものを、令和
4 年度から実施される新学習指導要領の内容を考慮して、あらためて「電子商取引（新学習
指導要領で名称を『ネットワーク活用』に変更）」に取り組む意義について考察するもので
ある。
　電子商取引のメリットは、アクセス数やコンバージョン率などの販売データをすぐに把握
できることである。得られたデータをもとに、ページ改善などの対応をスピーディーに行え
る。ネットショップ運営者は、販売データを日々チェックし、ショップ運営に生かしている
ことから、データの理解が不可欠である。しかし、教科書の内容はコンテンツ制作が重視さ
れており、販売データについての取り扱いは少ない。そこで、楽天IT学校を事例に、電子商
取引にかかわる販売データを用いて、新学習指導要領で求められている「ネットワーク活用」
の学習内容も加味した上で、楽天IT学校の教育実践の意義について考察する。
２　研究の方法
（１）教育実践校の概要と「電子商取引」の教育課程上の位置づけ
　研究対象とするＡ校は、平成28年度に創立112年を迎え、33,000人を超える卒業生を県内
外に輩出している伝統校で、県下における商業教育の中心校であり、商業科目は18科目開講
している。
１）第48回関西商業教育研究大会奈良大会（関西商業教育研究会主催　平成28年 8 月 9 日～ 10日）
２）平成29年度 第65回全国商業教育研究大会（全国商業高等学校長協会・公益財団法人　全国商業高等学校
協会主催　平成29年 8 月 2 日～ 4 日）
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　平成20年度入学生から「ビジネス創造科」1 学科、3 コース制としている。1 年次は共通
履修とし、商業科目の基礎・基本を学び、総合的な学習の時間「キャリアデザイン」において、
興味関心に応じたコース選択を考える。2 年次からは各コースにおいて専門的な学習を行い、
全商検定や上級試験の取得や、アクティブラーニングを積極的に導入した授業において思考
力・判断力の育成に取り組んでいる。
　Ａ校における「電子商取引」の位置づけは表 1 の通りで、ビジネス総合コース 3 年次にお
いて 3 単位、情報コース 3 年次において 2 単位で配置している。本研究は、情報コースにお
ける「電子商取引」を対象としている。
　情報コースは、2 年次では「プログラミング」、「ビジネス情報」、3 年次では「プログラミ
ングⅡ」、「ビジネス情報管理」、「電子商取引」を学習している。プログラミング言語はJava
を学習している。検定については、全商情報処理検定 1 級（ビジネス情報部門・プログラミ
ング部門）、ITパスポート試験を受検している。「電子商取引」では、楽天IT学校において
企業との連携を行い、情報発信やプログラミングとビジネスのかかわりについて、体験を通
じて学んでいる。
表１　Ａ校の商業科教育課程表
（出所）平成28年度入学生用教育課程表をもとに筆者作成。
注：商業科の合計履修単位数は34単位である。
会計コースの３年次の選択（◆2）は、マーケティング・管理会計・ビジネス情報のいずれか１科
目である。「プログラミングⅡ」は学校設定科目である。
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（２）「楽天IT学校」の概要
　楽天IT学校とは、楽天株式会社（以下楽天）が平成20年からCSR活動の一環として、高
校生を対象に毎年実施している電子商取引に関する実践的な授業である。楽天・「楽天市場」
または「楽天トラベル」に出店する地域企業・学校が協働で行う授業では、実際に販売ペー
ジを企画・作成し、インターネット上での販売までを行う。商品を売る難しさや働くことの
大切さを体感できる取り組み３）で、平成29年まで10回にわたって行われた。平成30年から高
校生や各高校の地域住民と共に地域課題の解決を目指す新プログラム「Rakuten IT School 
NEXT」として現在は継続されている４）。
　授業で中心的に学ぶのはマーケティングの基本であり、HTMLやCSSなど、Webページ作
成のための技術やWebプログラミングを学ぶことはない。販売ページはオフィス系ソフト
ウェアで作成するため、特別な技術は必要なく、簡単な画像加工ができれば十分である。
　情報コースの生徒は、ソフトウェアの操作が得意な生徒が多いため、スムーズにページ作
成ができる。一方、マーケティングについては、科目としての学習はなく、「電子商取引」
のほか「ビジネス情報」や検定の学習において、経営分析などの用語を学ぶ程度である。楽
天IT学校に取り組むことで、マーケティングを踏まえた販売ページの作成が実践できるため、
情報コースの強みを生かし、弱みを補強できると考える。
（３）「楽天IT学校」を軸とした教育実践の概要
　本研究においては、表２に示すようなカリキュラムを配置して、月 1 回のペースで、全 8
回の授業を実施した。班編成については、平成27年度は各班 7 ～ 8 名の 6 班とした。編成方
法は、あらかじめ各班のリーダーを教員側から 6 名指名し、その後リーダーが４項目（①ムー
ドメーカー、②チーム運営力がある、③情報関係の知識や技術に長けている、④プレゼンが
得意）に沿った人材を選び、班を編成した。また、女子が多いため、各班に男子を一定数入
れ、男女混合班とした。
３）楽天株式会社『「楽天IT学校」、過去最大規模となる日本全国47都道府県の高校で実施』https://corp.
rakuten.co.jp/news/press/2015/0512_01.html（2019年 8 月アクセス）
４）楽天株式会社『楽天、高校生と取り組む地域課題解決プログラム「Rakuten IT School NEXT」を開始』
https://corp.rakuten.co.jp/news/press/2018/0803_01.html（2019年 8 月アクセス）
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３　Ａ校における教育実践の概要
（１）平成27年度の取り組み
①主たる活動
　特徴的な活動は、県産品（みかん）の販売であったので、湯浅町の生産農家を各班代表者
が訪問し、インタビューを行ったことである。生産者から直接伺ったお話や、生産者や産地
の写真を販売ページに盛り込むことで、ページ内容に厚みが出た。商業は生産と消費をつな
表２　「楽天 IT 学校」カリキュラム
（出所）筆者作成。
日　程
販売ページをインターネット上に公開・販売開始
第６回を受けて販売ページを更新する
内　容
第１回（５月）
第２回（６月）
第３回（７月）
課外授業
第４回（９月）
第５回（10月）
第６回（11月）
第７回（12月）
１月
第８回（１月）
楽天を知る
　・楽天のビジネスモデルを知る
　・協力企業、商品を知る
　・商品価値の伝え方を学ぶ（ＦＡＢ）
マーケティングの基礎を学ぶ
　・マーケティングの考え方を学ぶ
　・販売商品を決定する
　・企画書の下書き練習
ページ作成のノウハウを学ぶ
　・売れるページに必要な要素と構成を学ぶ
　・ページの下書きを作成する
　・ページ掲載の写真や説明文について学ぶ
ビジネスの現場を体験する
　・協力企業、生産者を訪問取材する
ページの画像を作成する
　・ページの下書きを発表する
　・協力企業の体験、失敗談を知る
　・ページの画像を作成する
販売ページを完成させる
　・ページの画像を発表する
　・協力企業の体験談、失敗談を知る
　・売れるページに仕上げる
検証、改善、集客について学ぶ
　・売上を検証する
　・目標を達成するための改善策を考える
　・売上の公式を知り、集客の必要性を学ぶ
　・高校生の視点で集客を考え発表する
検証、代表チーム決定
　・作成したページのプレゼンを行う
　・売上、アクセス状況などの検証を行う
　・楽天 IT学校甲子園の代表チームを決定する
楽天 IT 学校甲子園（全国プレゼン大会）
楽天 IT 学校で学んだ内容を振り返る
　・楽天 IT学校甲子園の内容を共有する
　・楽天 IT学校全体を振り返るプレゼンを行う
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ぐ活動であり、それを体験で学べたことは、貴重な経験になった。また、生産者の方々への
インタビューは、直接お話を伺える貴重な経験であったとともに、販売ページに必要な情報
を聞きだすことの難しさも実感できた。
②売上結果
　完成した販売ページは、10月28日20時にインターネット上に公開され、本校初のネット販
売が開始された。公開から約 1 ヵ月後の11月19日、第 6 回楽天IT学校が行われ、各販売ペー
ジの売上金額について中間報告が行われた。報告内容は次の通りである。
　売上の発表後、各班は販売ページ、チームワークについて、良い点・悪い点・改善点・向
上策を検討した。検討内容をもとに販売ページの改善を行い、ページの更新を行った。
　その後、12月17日に行われた第 7 回楽天IT学校において、最終売上報告が行われた。報告
内容は次の通りである。
　中間報告では3,240円の売上（売上件数は 1 件）であった 2 班が、最終的に売上 1 位となっ
た。取扱商品が木箱入り高級有田みかんであり、販売期間がお歳暮シーズンと重なったこと
で売上が堅調に伸びた面はあるが、中間報告後にページ改善作業を積み重ね、売上という結
果に結びつけることができた。具体的には、ページのフォントや色調の調整、自分たちの写
真を使い高校生らしいページにする、セリングポイントを箇条書きにする、検索されやすい
キーワードを検討しページに掲載するなどのページ改善作業を行った。
表３　売上金額の中間報告
（出所）株式会社とち亀物産から提供された販売データをもとに筆者作成。
注：売上金額は10月28日～11月18日までのPCサイト、スマートフォンサイトの合計である。
班 売上（円） 順位
1
2
3
4
5
6
0
3,240
7,500
3,980
7,960
7,500
6
5
2
4
1
2
表４　売上金額の最終報告
（出所）株式会社とち亀物産から提供された販売データをもとに筆者作成。
注：売上金額は10月28日～12月９日までのPCサイト、スマートフォンサイトの合計である。
班 売上（円） 順位
1
2
3
4
5
6
7,960
58,320
20,000
19,900
11,940
50,000
6
1
3
4
5
2
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③販売データの共有
　以上のように、生徒に公表されたデータは売上金額のみであったが、販売期間中の詳細な
データが協力企業から共有されていた。一部抜粋したデータを表 5 に示す。
　共有されたデータについて説明する。表 5 は、提供された元データから抜粋した項目（ア
クセス数～離脱率までの 9 項目）について、1 週間分を表にしたものである。実際に提供さ
れたデータ項目は、9 項目のほか、アクセスした消費者についての属性情報（性別・年代・
地域）、レビューを投稿した消費者についての属性情報（評価別レビュー数・性別・年代）、
在庫数、売上金額が含まれていた。データの集計期間（表 5 の日付）は、協力企業の販売サ
イトに本校のページスペースが準備された10月25日から12月 9 日である。各班のPCサイト・
スマートフォンサイト別に全 6 班のデータが提供された。
　楽天IT学校に取り組む大きなメリットは、実際にWeb上で販売を行い、販売データを入
手できることである。ネットショップの運営は、販売データの分析が生命線になる。入手し
たデータは生きた教材であり、売上金額の報告だけではもったいない。貴重なデータを教材
化し、より実践的な授業ができないかを模索し、平成28年度の取り組みを迎えた。
（２）Ａ校における平成28年度の取り組み
①主たる活動
　前年度の班編成から、いくつかの課題が明らかになっていたので、人数と編成方法の改善
を行った。今年度の各班の人数は、5 ～ 6 名の 8 班とし、編成方法は、教員側から取り組み
の最終目標と必要な人材の 4 項目だけを示し、リーダーを含む全メンバーの決定を生徒に任
せた。男女の制約もしなかったが、結果的にすべての班が男女混合となった。班編成は難し
い面が多く、外部講師の方々とも検討した上で編成方法を決めているが、今年度は各班の自
主性をさらに高めるために、教員側から方向性だけを示し、人事権は生徒側に全権委任する
形にした。
　平成28年度も、表 2 のカリキュラムに沿って授業を展開しているが、新たな取り組みとし
て表 5 で示した 9 項目についての解説を行い、前年度の販売ページの検証を行った。
表５　２班ＰＣサイトの販売データ（一部抜粋）
（出所）株式会社とち亀物産から提供された販売データをもとに筆者作成。
注：提供されたデータのうち、10月28日～ 11月３日までのPCサイトにおける販売データを抜粋した。
日付
2015/10/28
2015/10/29
2015/10/30
2015/10/31
2015/11/1
2015/11/2
2015/11/3
アクセス
数
17
14
48
3
1
9
1
アクセス
人数
6
12
22
3
1
5
1
売上
件数
0
1
0
0
0
0
0
売上
0
3,240
0
0
0
0
0
ページ
転換率
－
8.33
－
－
－
－
－
ページ
客単価
－
3,240
－
－
－
－
－
平均滞在
時間（秒）
133
77
108
80
600
98
66
離脱数
3
5
9
0
1
1
0
離脱率
17.7 
35.7 
18.8 
0.0 
100.0 
11.1 
0.0 
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②販売データを活用した授業
　解説する販売データについては、集客やページ改善を検討する上で重要なデータに絞るた
め、表 5 の 9 項目のみを扱う。授業の大まかな流れを以下で示す。
　ア．販売データの整理
　提供された生データを、表計算ソフトウェアで分析に必要な情報に加工する。データの削
除、小計、平均など、「情報処理」や「ビジネス情報」で学習したことを活用し、表を作成する。
　イ．データ項目の解説
　9 項目のデータのうち、「ページ転換率」については、「電子商取引」の教科書（実教出版）
で「コンバージョン率」として解説されている。2 つの用語は、どちらも同じ意味である。
教科書では「電子商取引のしくみ」という節で取り扱われており、コンバージョン率を上げ
る工夫についても記述されている５）。一般的に、ネットショップの運営において、コンバー
ジョン率は重要な販売データとして知られていることから、事例を通じて学ぶことは意義が
大きい。
　その他の項目については、教科書に解説がないため、提供されたデータの分析、専門書の
解説、外部講師の方々への聞き取りから、データの定義を確認し、解説のための教材を作成
した。
　表 5 で示した主な販売データの定義は、次の通りである。
　○アクセス数… Webサイトが閲覧された回数。単純に表示された回数であり、人数ではな
いことに注意が必要である。
　○アクセス人数… Webサイトを閲覧した人の純粋な人数。1 人が複数ページを閲覧しても、
アクセス人数は１となる。実際の集客数を表す。
　○ページ転換率… コンバージョン率ともいう。アクセス人数のうち、売上に至った人数の
割合のこと。「売上件数÷アクセス人数×100」で求める。教科書による
と、一般的な販売サイトのページ転換率は 1 ～ 2 ％である６）。
　○ページ客単価…「売上÷売上件数」のこと。
　○離脱数…ページを表示後、すぐに閉じられた（滞在時間 0 秒）回数。
　○離脱率…「離脱数÷アクセス数」のこと。
　ウ．前年度の販売ページ検証
　販売データの分析は、「集客に関するデータ」と、「売上に関するデータ」の 2 つに分けて
考える必要がある。アクセス数・アクセス人数の検証から、販売ページにアクセスしてもら
うための集客施策を検討する。また、ページ転換率・平均滞在時間・離脱率の検証から、ペー
ジ改善施策を検討し、売れるページ作りを目指す。例えば、集客施策は、検索サイトで上位
に表示されるためのSEO対策や、検索されやすいキーワードを検討し、販売ページに盛り込
むなどが考えられる。ページ改善施策は、コンテンツ内容の充実や、ストーリー性を持った
販売ページの展開などが考えられる。
　これらを踏まえた上で、前年度の販売ページを事例に検証を行い、2 つの施策の検討を各
班で行う。各班で 1 つの事例を検証すれば、前年度のすべての事例を検証できる（前年度の
５）文部科学省検定済教科書（2015）163−164ページ。
６）文部科学省検定済教科書（2015）163ページ。
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6 班分の事例を、今年度の 8 班で検証）。検証結果をクラス内で発表することで、すべての
事例分析について全体で共有できる。発表は、プレゼンテーション能力を高めるために行っ
ているが、それに加えて、他の班の分析結果を共有することで、より多くの事例を学べるメ
リットもある。
　販売データの理解と共有した事例から、自分たちの販売ページの施策立案やページ改善を
行うことで、より実践的なネットショップの運営が体験できる。また、事例は教科書とは異
なる生きた教材となり、本校独自の事例集としてノウハウが蓄積できる。蓄積されたノウハ
ウを、ケーススタディなどの新たな教材開発に活用することで、「電子商取引」における実
践的な指導力向上が期待できる。
４　考察と今後の課題
（１）楽天IT学校の教育実践を通じて「販売データ」を取り扱うことの意義
　冒頭でも述べたが、電子商取引のメリットは、集客や売上にかかわる販売データをすぐに
把握できることである。そして、把握したデータをもとにフィードバックを行うことで、ペー
ジ改善などの対応が瞬時にできることである。販売データは、教科書で用語として学習する
だけではリアリティに欠け、データの意味を理解することが難しい。一方、今回実施した楽
天IT学校における教育実践から、販売データをより身近に感じることができ、体験を通じた
理解が可能になった。また、売上目標を決め、それを実現するための販売ページを作成し、
販売後に販売データをもとにしたページ改善や目標の修正を行う「PDCAサイクル」を、ま
さに実践を通じて学ぶことができた。「PDCAサイクル」という用語は、商業科のいくつか
の科目で学習するが、体験を通じて学ぶ機会に恵まれていない。客観的な数値である販売デー
タをもとに施策立案やページ改善を行い、その後の集客や売上について検証ができた点にお
いて、本取組の意義は大きかったものと考える。
　また、販売データを検証し仮説を立てる練習ができる。高校卒業後、大学進学や就職した
際に、できるだけ多くの仮説を立てることができれば、研究や仕事に役立てることができる。
高校までの学習は、暗記などの「 1 つの答えありき」が中心となってしまい、生徒たちは世
の中のすべての問題には 1 つの答えがあると思っている。しかし、社会では答えが 1 つでは
ないことが多い。何らかの根拠をもとにした仮説を多く立て、それを検証できる力を身につ
けていれば、変化の激しい社会を生き抜く力になると考える。
（２）新学習指導要領における「ネットワーク活用」の内容からの課題
　令和 4 年度から実施される新学習指導要領において、科目「電子商取引」は「ネットワー
ク活用」に再構成される。表 6 はその内容である。
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　学習指導要領解説の指導項目（４）「インターネットの活用」について確認すると、「企業
活動の改善に対する要求を分析し、科学的な根拠に基づいて、ビジネスにおいてインターネッ
トを活用する方策を考案して実施し、評価・改善」できるよう指導すること、「ウェブペー
ジに対する要求を分析し、それを基に企画を立案して制作する手順と方法」や「ウェブペー
ジへのアクセス数を増加させるための工夫及びアクセス解析のための技法」について扱うこ
とが示されている７）。本研究で取り組んだことが、新学習指導要領解説において示されてい
ることは意義深く、実践の先行事例になると考える。
　課題は、販売ページへのアクセス数が一般的な販売サイトに比べ少ないため、統計的に有
意とは言い難いことである。また、企業の協力がなければ実際の販売ができないため、販売
データを得ることもできない。学校で販売ページをアップし管理することは、ページの維持
管理のみならず、販売のオペレーションや代金決済の問題など、課題は多い。今後、校外で
は企業との関係構築や情報収集、校内では授業内容の蓄積と教科内での共有など、日頃から
できることに取り組み、課題と向き合っていきたい。
＜参考URL＞
　2019年 8 月現在、本校の販売ページ（楽天IT学校2015）が、以下のURLから閲覧可能である。
　　紀伊国屋文左衛門本舗ホームページ「１班　まんだりぃ～な　販売ページ」
　　　<http://item.rakuten.co.jp/bunza/its2015t01/>（2019年８月アクセス）
　　紀伊国屋文左衛門本舗ホームページ「２班　MGN4/7　販売ページ」
　　　<http://item.rakuten.co.jp/bunza/its2015t02/>（2019年８月アクセス）
　　紀伊国屋文左衛門本舗ホームページ「３班　みかん革命　販売ページ」
　　　<http://item.rakuten.co.jp/bunza/its2015t03/>（2019年８月アクセス）
　　紀伊国屋文左衛門本舗ホームページ「４班　口内幸福委員会　販売ページ」
　　　<http://item.rakuten.co.jp/bunza/its2015t04/>（2019年８月アクセス）
　　紀伊国屋文左衛門本舗ホームページ「５班　78 MARMALADE TRANSMIT　販売ページ」
　　　<http://item.rakuten.co.jp/bunza/its2015t05/>（2019年８月アクセス）
表６　「ネットワーク活用」の内容（指導項目）
（出所）文部科学省（2019）148－152ページをもとに筆者作成。
（１）情報技術の進歩とビジネス
　　ア　ビジネスの変化
　　イ　個人情報と知的財産の保護
　　ウ　関係法規とガイドライン
（２）インターネットと情報セキュリティ
　  ア　インターネットの仕組み
　　イ　ハードウェアとソフトウェアの導入
　　ウ　情報セキュリティの確保
（３）情報コンテンツの制作
　　ア　図形と静止画
　　イ　動画と音声
（４）インターネットの活用
　　ア　ウェブページの制作とデザイン
　　イ　企業情報の発信
　　ウ　電子商取引と電子決済
　　エ　ビジネスの創造
７）文部科学省（2019）151ページ。
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　　紀伊国屋文左衛門本舗ホームページ「６班　紀州nagomi　販売ページ」
　　　<http://item.rakuten.co.jp/bunza/its2015t06/>（2019年８月アクセス）
　　楽天株式会社『「楽天IT学校」、過去最大規模となる日本全国47都道府県の高校で実施』
　　　<https://corp.rakuten.co.jp/news/press/2015/0512_01.html>（2019年８月アクセス）
　　楽天株式会社『楽天、高校生と取り組む地域課題解決プログラム 「Rakuten IT School NEXT」
を開始』
　　　<https://corp.rakuten.co.jp/news/press/2018/0803_01.html>（2019年８月アクセス）
＜参考文献＞
　ショーケース・ティービー監修（2015）『図解＆事例で学ぶ　Webマーケティングの教科書』マ
イナビ。
　志水雅眉（2015）『儲けを７倍にする企業WEB戦略の鉄則』幻冬舎。
　文部科学省検定済教科書（2015）『電子商取引』実教出版。
　文部科学省（2019）『高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説　商業編』実教出版。
